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● これまで「電⼦⾏政オープンデータ戦略」（H24.7.4 ⾼度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）（⽬的： 「経済活性化・
⾏政効率化」 、「透明性・信頼性向上」及び「国⺠参加・官⺠協働推進」）等に基づき、 国及び地⽅公共団体において機械判読性の
⾼いデータを⼆次利⽤可能な形式で公開するオープンデータを推進（国のデータセット数は約17,678、取組済の地⽅公共団体233団体）。

● 今後は、データ公開中⼼の取組からデータ利活⽤による諸課題の解決に向け、「課題解決型オープンデータ」の具体的な「実現」を⽬指し、こ
れまでの取組を更に強化。

● 具体的には、2020年までを集中取組期間と定め、 「⼀億総活躍社会の実現」、「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会」等の政
策課題を強化分野として設定し、オープンデータの更なる深化を図る。（「オープンデータ2.0」）（これまでの公開中⼼の取組は「オープンデー
タ1.0」と位置付け）

● なお、オープンデータの推進に当たっては、オープンデータの利活⽤に加え、オープンデータと企業が保有するデータ等の組み合わせによる付加価
値の⾼いデータの利活⽤が有効であることや、地⽅公共団体においては各地域の特徴を踏まえた⾃主的な対応を促すことが重要であることに
留意。

① 政策課題を踏まえた強化分野の設定（利⽤者が課題に気付き・解決に取り組む中で、別のデータ公開のニーズ等が⽣まれ、更
なるオープンデータ化が進む「オープンデータサイクル」を促進）

② ⺠間企業等におけるオープンデータ的な取組についても⼀定の範囲内で協⼒を依頼（競争領域ではなく、協調的な領域）
③ 地⽅公共団体における取組においては、防災等の地域を跨いだ共通的な分野とともに、各々の地域特性に応じた⾃主的な取
組も併⾏して促進

今後の⽅針

【オープンデータ2.0】官⺠⼀体となったデータ流通の促進概要
〜課題解決のためのオープンデータの「実現」〜

① ⼀億総活躍社会の実現（希望を⽣み出す強い経済、夢をつむ
ぐ⼦育て⽀援、安⼼につながる社会保障）

② 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会（⼤会の
円滑な準備及び運営、⼤会を通じた新しい⽇本の創造 等）

① 地⽅（政府CIOによる⾸⻑訪問、⼈材派遣（オープンデータ伝
道師））及び海外（アジア等）への横展開

② 体制強化（「サイバーセキュリティ・情報化審議官」等を筆頭
とした体制整備）

③ データ連携に関する標準化、普及啓発・⼈材育成 等

強化分野の設定 その他
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超少⼦⾼齢社会を迎える中で地⽅公共団体の保有するデータの活⽤は地域住⺠へのサー
ビスの向上、地域経済の活性化等を通じ、⼀億総活躍社会の実現にも資するもの。

オープンデータの利活⽤の促進

地⽅公共団体における
オープンデータの取組促進

ツールの提供ツールの提供 ⼈材の派遣(※)⼈材の派遣(※)

地⽅公共団体向けパッケージ
フォーマット標準例
オープンデータ100

オープンデータ伝道師

２．地⽅公共団体の取組⽀援策

⼀体的に実施
（地⽅公共団体でワークショップを実施）

モ
ノ

ヒ
ト

⾃治体ガイドライン(⼿引書)

※政府CIOによる⾸⻑の
訪問等も実施
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３．政府ＣＩＯによる地⽅公共団体への訪問
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平成28年9⽉段階で23⾃治体に訪問（⾃治体クラウド推進対象先も含む）。

今後も、継続的に訪問した地⽅公共団体へのフォローを図りつつ、他の地⽅公共団体への訪問を予定。

訪問年⽉ 訪問団体
平成27年７⽉ （１団体） 宮崎県⽇南市役所
平成27年８⽉ （１団体） 奈良県葛城市役所

平成27年10⽉ （５団体） 島根県出雲市役所、太⽥市役所、奥出雲町役場、安来市役所
⿃取県倉吉市役所

平成27年11⽉ （５団体）
⼭形県尾花沢市役所、村⼭市役所、寒河江市役所
福島県新地町役場
宮城県岩沼市役所

平成28年１⽉ （７団体）
徳島県徳島市役所、徳島県阿波市役所
⾹川県庁、⾹川県⾼松市役所、⼩⾖島町役場、⼟庄町役場
（徳島県庁については、知事が上京時に政府CIOと意⾒交換を実施）

平成28年８⽉ （４団体） 三重県庁、三重県津市役所、⻲⼭市役所、桑名市役所

・訪問⾃治体のうち、パッケージ導⼊⾃治体は阿波市など３⾃治体。28年9⽉現在、2⾃治体で導⼊を
検討している状況。

効率的にオープンデータの取組を進めるうえで、それぞれの特徴を最⼤限活かせる横断的な体制を⾸⻑の
リーダーシップの下、構築することが重要という認識から、政府ＣＩＯ⾃らが地⽅公共団体の⾸⻑を訪問
し、オープンデータ伝道師等の国の取組をアピール。



４．オープンデータ伝道師

 オープンデータに造詣の深い有識者を「オープンデータ伝道師」として任
命（3⽉30⽇に8名を任命）し、平成28年度より活動開始、地⽅公共団体
に派遣

 ツールとして、国の取組成果をまとめた⾃治体ガイドライン（⼿引書含
む）の地⽅への展開や、地⽅公共団体向けパッケージ（後述）、オープン
データ100（後述）を携えオープンデータの普及啓発及び⽴ち上げを⽀援

ツール

ガイドライン(⼿引書)

地方公共団体

地方公共団体

地方公共団体

伝道師

OD100
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（参考１）オープンデータ伝道師任命者 【8名】
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⽒ 名 主な活動
地域 これまでの主な実績等 所属団体等

藤井 靖史 東北
地⽅

Code for AIZUを⽴ち上げ、会津若松市と連携してITを活⽤した地域課題の解
決に貢献 Code for AIZU

越塚 登 関東
地⽅

政府関係の施策の検討を積極的に推進するとともに、全国各地の交通分野のオー
プンデータ化を積極的に推進 東京⼤学

庄司 昌彦 関東
地⽅

IT室にて作成したカタログサイト＆ダッシュボードパッケージの導⼊に、奥出雲・安来・
阿波の3地域にて全⾯対応 OKFJ

関 治之 関東
地⽅

Code for Japan代表理事として、東⽇本⼤震災に対して「sinsai.info」を構築・
提供するとともに、全国各地でオープンデータを活⽤したアイデアソン・ハッカソンの実
⾏推進

Code for Japan

村上 ⽂洋 関東
地⽅

VLED事務局の中⼼メンバとして、政府施策の実⾏に積極的に貢献するとともに、
福井県オープンデータビジネス利活⽤研究会の座⻑として、県内⾷品営業許可取
得施設のオープンデータ化等に貢献

VLED

新井 イスマイル 関⻄
地⽅

「Night Street Advisor」をはじめ、オープンデータを活⽤した地域課題解決のア
プリ等を制作・提供 国⽴明⽯⾼専

福野 泰介 北陸
地⽅

福井県鯖江市におけるオープンデータの積極活⽤を中⼼的に⽀え、それらの事例展
開を全国へ積極的に推進 Jig.jp

⽜島 清豪 九州
地⽅

「わいわいWi-Fiマップ」の企画・制作を通じた佐賀県内Wi-Fiスポットのオープンデー
タ化等、佐賀のオープンデータによる地域課題解決を推進 Code for Saga

第12回オープンデータ
実務者会議資料抜粋



（参考２）オープンデータ伝道師等派遣実績

派遣時期 派遣⾃治体 派遣伝道師 派遣⽬的 政府ＣＩＯの
訪問

平成28年3⽉2⽇〜4⽇ 島根県奥出雲町 庄司 昌彦 パッケージ導⼊のための
ワークショップ開催 〇

平成28年3⽉16⽇〜18⽇ 島根県安来市 庄司 昌彦 パッケージ導⼊のための
ワークショップ開催 〇

平成28年3⽉23⽇〜25⽇ 徳島県阿波市 庄司 昌彦 パッケージ導⼊のための
ワークショップ開催 〇

平成28年5⽉18⽇ 奈良県庁 新井 イスマイル オープンデータ取組開始に
向けた庁内説明会 ×

平成28年7⽉12⽇〜13⽇ 宮崎県⽇南市 ⽜島 清豪 オープンデータ取組開始に
向けた庁内説明会 〇

平成28年9⽉28⽇ 三重県⻲⼭市 新井 イスマイル オープンデータ取組開始に
向けた庁内説明会 〇

平成28年10⽉19⽇（予
定） 島根県庁 庄司 昌彦 オープンデータ取組開始に

向けた庁内説明会
×（島根県庁は未訪

問も県下を訪問）

平成28年10⽉31⽇（予
定） 三重県桑名市 福野 泰介 オープンデータ取組開始に

向けた庁内説明会 〇

9⽉29⽇にオープンデータ伝道師会を開催し、活動状況について共有。今後、総務省、経済産業省の地⽅⽀部局
を通じた、各地域での伝道師の積極的な活⽤を周知するなど活動を促進する予定。

6（出典）内閣官房情報通信技術総合戦略室 第１回オープンデータワーキンググループ（28.10.14)資料より抜粋



５．ツールの提供（地⽅公共団体向けパッケージ）
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 ダッシュボード

 データカタログサイト

スマートフォンによる
表⽰にも対応
スマートフォンによる
表⽰にも対応

データの内容をプレビュー表⽰
したり、グラフ表⽰することで
データを分かりやすく表⽰可能

データの内容をプレビュー表⽰
したり、グラフ表⽰することで
データを分かりやすく表⽰可能

地図上に避難所やAED設置
場所といったデータを配置し、
データを分かり易く表⽰

地図上に避難所やAED設置
場所といったデータを配置し、
データを分かり易く表⽰

統計情報（町⽬単位での⼈⼝密
度等）＋避難所、といった複数
データをマッシュアップしたメ
ニューを⽤意

統計情報（町⽬単位での⼈⼝密
度等）＋避難所、といった複数
データをマッシュアップしたメ
ニューを⽤意

地⽅公共団体におけるオープンデータへの取り組みを加速するため、以下の機能を
パッケージ化し、提供

パッケージ導⼊⾃治体は阿波市など３⾃治体。28年9⽉現在、2⾃治体で導⼊を検討している状況



５．ツールの提供（オープンデータ100の事例①）
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アプリ・サービスの
概要を整理
アプリ・サービスの
概要を整理

開発のきっかけや効果など、
関係者の「声」を掲載
開発のきっかけや効果など、
関係者の「声」を掲載

オープンデータ利活⽤啓発に向け、オープンデータの利活⽤事例を課題の類型毎に整理
した事例集（オープンデータ100）をとりまとめ、公開。

 オープンデータ100



５．ツールの提供（オープンデータ100の事例②）
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○オープンデータ 100の公開状況
タイトル カテゴリー

1 5374(ゴミナシ).jp 防犯・医療・教育

2 Night Street Advisor 防犯・医療・教育

3 Sabotaつくえなう！ 防犯・医療・教育

4 家計簿・会計アプリ Zaim 防犯・医療・教育

5 アグリノート 産業創出

6 カーリル 産業創出

7 かなざわ育なび.net 少⼦⾼齢

8 ココゆれ 産業創出

9 さっぽろ保育園マップ 少⼦⾼齢

10 さばえぶらり 産業創出

11 千葉市⺠協働レポート(ちばレポ) 防犯・医療・教育

12 ミルモ 少⼦⾼齢/産業創出

13 花粉くん 防犯・医療・教育

14 福島県 帰還⽀援アプリ 産業創出/防犯・医療・教育

15 鯖江バスモニター 産業創出

タイトル カテゴリー

16 室蘭市GIS情報の(⼀部)オープンデータ化事
業 産業創出

17 周辺環境スカウター 産業創出

18 会津若松市消⽕栓マップ 防災・減災

19 全国避難所データベース 防災・減災

20 富岳3776景 産業創出

21 GEEO（作成中） 産業創出

22 HalexDream! （作成中） 産業創出

23 しずみちinfo（作成中） 産業創出

24 マイ広報誌（作成中） 防犯・医療・教育

25 税⾦はどこへ⾏った（作成中） 防犯・医療・教育

26 台⾵リアルタイム・ウォッチャー（作成中） 防災・減災

27 イーグルバス（作成中） 産業創出

28 道路通⾏実績マップ（作成中） 防災・減災

29 佐賀わいわいWi-Fiマップ（作成中） 産業創出

30 天サイ！まなぶくん（P） 防災・減災

10

５．ツールの提供（オープンデータ100）

9⽉29⽇に開催したオープンデータ伝道師会において、各伝道師から、上記の事例以外に44の事例を紹介。
これらの事例を踏まえ、今後事例の充実を図る予定。
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平成25年3⽉ 平成26年3⽉ 平成27年2⽉ 平成27年6⽉ 平成28年3⽉ 平成28年9⽉

団体数 神奈川県藤沢市(424,103⼈)
埼⽟県さいたま市(1,264,253⼈)
東京都品川区(386,687⼈)
⻑野県須坂市(50,743⼈)

※47都道府県、1741市区町村、計1788団体を対象。上記の取組済み基礎⾃治体の⼈⼝カバー率に都道府県は含まない

34都道府県、
198市区町村

確認時期 取組済み団体数 取組済み基礎⾃治体
の合計⼈⼝ 備考

平成25年3⽉ 4 832,649

平成26年3⽉ 30 13,707,356

平成27年2⽉ 103 28,630,967「地⽅公共団体オープンデータガイドライン」公表

平成27年6⽉ 154 37,607,306「新たなオープンデータの展開に向けて」公表

平成28年3⽉ 205 50,859,261

平成28年9⽉ 233 56,069,787

６. オープンデータに取り組む地⽅公共団体の推移 （内閣官房IT総合戦略室調べ）

各時期における取組開始地⽅公共団体の例と当該団体の⼈⼝

福井県鯖江市(68,337⼈)
福島県会津若松市(124,085⼈)
千葉県流⼭市(174,417⼈)
⽯川県⾦沢市(465,810⼈)

千葉県千葉市(972,639⼈)
静岡県(3,701,181⼈)
神奈川県横浜市(3,726,167⼈)
福岡県福岡市(1,538,510⼈)

⻘森県弘前市(177,549⼈)
宮城県⽯巻市(147,236⼈)
東京都千代⽥区(58,344⼈)
愛知県⼩牧市(149,540⼈)

北海道旭川市(339,797⼈)
神奈川県平塚市(258,246⼈)
兵庫県尼崎市(452,571⼈)
⾹川県⾼松市(420,943⼈)

⻘森県⼋⼾市(231,379⼈)
宮城県(2,334,215⼈)
群⾺県(1,973,476⼈)
⿅児島県⿅児島市(600,008⼈)
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７．内閣官房IT総合戦略室におけるその他の取組（⼀部）のご紹介

• 各農業委員会が別々に管理・運用している農地台帳の情報を全国一元化する取組を実施。
• 最新かつ正確な情報が一元的に検索できることで、新規参入を促進するとともに、農業委員会の

システム運用保守コストの削減も実現。

農地情報公開システム

• 災害発生時の通信手段や、被災状況等の情報収集及び避難所情報等の発信ツールとして、
twitterをはじめとするSNSを活用する取組。
⇒効率的な情報収集のための検索用語集や、事例をまとめた報告書等を作成。

・ マイナンバーを活用した被災後の生活再建支援策について検討中。

災害時／防災におけるSNS及びマイナンバー制度の活用

• 利用者が環境・状況に応じた子育てサービスを検索でき、一部手続についてオンラインでの申請
を可能とするサービスを検討中。

• 平成29年7月以降、マイナポータル上で提供予定。

マイナンバー制度を活用した子育てワンストップサービス

• 自治体の財源確保、人材確保に資する取組として、自治体クラウド（情報システムをクラウド化し、
複数団体での共同利用）を総務省自治行政局と連携し推進。

• 既往自治体クラウドグループ56団体の取組を深堀り・分析するとともに、「自治体クラウドの現状分析とその
導入に当たっての手順とポイント」にまとめ、ＨＰで公開。

• 導入を検討する自治体に対しては、助言、情報提供等を実施。

自治体クラウドの推進

12



【自治体クラウド導入イメージ】

○⾃治体クラウドグループの取組事例（全国で56グループ）を深掘り・分析し、
「⾃治体クラウドの現状分析とその導⼊に当たっての⼿順とポイント」にまとめ、
下記の⾃治体クラウドポータルサイトで公開。（※特別交付税等の⽀援も記載）
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-

cloud/）
○⾃治体クラウド導⼊を検討していく⾃治体に対しては、内閣官房ＩＴ総合戦略室
と総務省⾃治⾏政局が連携し、各⾃治体への助⾔、情報提供等を⾏う。

国の⾃治体⽀援体制
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（参考１）⾃治体クラウド推進・⾃治体の業務改⾰

⾃治体クラウドの導⼊、それと同時に業務改⾰（BPR）を実施し、システム
運⽤コストの削減や業務体制の改⾰を通じて、「財源」や「⼈材」を捻出

１つの解決策のご提案

「新しい取組を推進したいが、『財源』や『⼈材』が⾜りない、、、」
という声を⾃治体関係者からよく伺う

今後は、超少⼦⾼齢化社会における
⼈⼝減少の問題から更に深刻

に、、、

情報系⼈材が⾜りな
い、、、という悩みもよく

伺う
⾃治体における課題感

システムをクラウド化し、
複数⾃治体でシェア！

○平成27年４⽉１⽇現在のクラウド導⼊市区町村：728団体（※１）
○１グループの構成⾃治体数は2団体から34団体まで多数存在。
○総務省が⾏った⾃治体クラウド導⼊⾃治体へのアンケート（複数回答可）（※２）
では、「コスト削減効果（73.9％）」、「災害対策の強化（60.6％）」、「セキュ
リティーレベルの向上（57.6％）」が上位3項⽬。その他「業務量の軽減
（38.3％）」、「運⽤の簡略化（47.8％）」など、ＢＰＲ項⽬に対する導⼊メリッ
トの評価も⾼い。
○同アンケートの費⽤削減効果の設問では、52％の団体が3割以上の効果と回答。

（上記以外は、2割以上~３割未満は12％、2割未満は16％、確認中20％）

先⾏⾃治体での実績
前年同⽉⽐＋178団体

※１ うち⾃治体クラウド（複数で共同化）293団体、単独クラウド（単独団体でのクラウド化）435団体
82団体増加 96団体増加

※２ 当該アンケート結果については、後述の⼿順とポイントに詳細を記
載。



（参考２）農地情報の全国⼀元化の取組みについて（農地情報公開システム）

・ 耕作放棄地（約40万ha・滋賀県全体とほぼ同じ規模）や所有者不明地が増加 （平成25年12⽉に農地法改正）
・ 農業への新規参⼊希望者が全国の農地を検索することを可能とするため、農業委員会等(※1)が、農地情報(※2)をインターネット上で公開することを義務化

農地中間管理機構

※1 農業委員会等；市町村に設置される⾏政委員会。農地の権利移転に関する許認可や農地転⽤の審査、農地の利⽤状況調査等を実施
※2 農地情報；農地台帳（農地の権利移転等や利⽤状況調査の結果を更新して管理する台帳）と農地地図

・全国⼀元化された農地情報の公開を開始
新規参⼊者にとって、
・常に最新の正確な農地情報が全国⼀元的に検索可能。
農業委員会にとって、
・クラウド上に農地台帳・地図システムを整備することで運⽤保守コストが削減。
・法令・制度改正時に⼀括で改修可能。（平成28年4⽉〜）
農地中間管理機構にとって、
・農業委員会の管轄を超えた広域での農地集積シミュレーションが可能
（平成28年4⽉〜）

農地集積・集約化に向けた調整活動を活性化させ、IT戦略において取り組
んできた農業情報の標準化等の取組と⼀体的に推進する事で、農業への新
規参⼊の促進だけに留まらず、農業分野全体の成⻑産業化を加速

全国 1,7１0の農業委員会が個別にシステムを
管理・改修・公開した場合

経 緯

これまでの農地台帳システム

「全国⼀元化」システムの実現（平成27年4⽉）

全国の
各農業委員会

国⺠
（新規参⼊希望者等）

実現した農地情報公開システム
（農地台帳・地図の全国⼀元的公開）

公開領域
（平成27年4⽉〜）

作業システム
（⾮公開領域）
（平成28年4⽉〜）

（クラウド上に実現）

各システム各農業委員会

国⺠
（新規参⼊希望者等）

農地中間管理機構

新規参入者等に有
益な、気候・土壌・
標高の情報も追加

システムの使い勝⼿が悪く、農地集積・集約が
進まないことが予⾒。
・各農業委員会のシステムを巡回しなければいけな
い
・各農業委員会ごとにフォーマットや⽂⾔が統⼀
（標準化）されていない

各々のシステ
ムを改修すれ
ば、インター
ネット上で公
開することはで

きる。

・・・全国1,7１0の各農業委員会が「各々に」農地台帳システムを構築。
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※ページビュー数の推移：346,134件／⽉（平成27年4⽉）⇒2,250,417件／⽉（平成28年5⽉）
※セッション数の推移：38,204件／⽉（平成27年4⽉）⇒65,389件／⽉（平成28年5⽉） https://www.alis-ac.jp/

【参考】全国農地ナビ URL
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（参考３）災害時／防災におけるSNS及びマイナンバー制度の活⽤

１．災害時のSNS利⽤状況（情報発信）

• 東⽇本⼤震災ではアクセス集中によりHPが閲覧困難となった⾃治体があったほか、熊本地震でも3⾃治体の
HPがダウンしたこと等からも、SNSを活⽤した重層的な情報発信の必要性が認識されてきている。

２．災害時のＳＮＳでの情報収集・分析
• 先進的な⾃治体では、ダッシュボード等を利⽤し、SNSで情報収集を実施。
（ダッシュボードの例：Yahooリアルタイム、TOPSY、Hootsuite、TweetDeck等）
⇒内閣官房IT総合戦略室では、「検索⽤語集」、「SNSを活⽤した災害情報探索⽤語調査業務報告書」を公
表。

平成26年 平成27年 平成28年

調査対象自治体
数

1741 1741 1741

利用自治体数 672 852 934

割合 38.5% 48.9% 53.6%

※内閣官房IT総合戦略室調べ

３．マイナンバー制度を活⽤した⽣活再建⽀援
・ 世界最先端IT国家創造宣⾔（平成28年5⽉20⽇改定）抜粋
「災害発⽣時や⽣活再建⽀援時等における、マイナンバー制度を⽤いた、より正確、迅速かつ効率的な避難状況
等の把握等に当たっての情報の共有の在り⽅について、地⽅公共団体等の取組の実態も踏まえ、マイナンバー
制度の⾒直しも含めて検討を⾏い、平成28年9⽉に中間取りまとめを発表。」

⇒IT総合戦略本部に災害対策・⽣活再建⽀援タスクフォースを⽴ち上げ、⽣活再建⽀援時におけるマイナンバー
制度の活⽤を中⼼に、有識者を交えて検討。
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・ マイナポータル、情報提供ネットワークによる一部
添付書類の削減や電子化（課題①への対応）

・ 申請のオンライン化やプッシュ型通知の活用による
自治体業務の効率化（課題②、③への対応）

・ プッシュ型通知を活用し、国民ひとりひとりが必要
とする情報を必要なタイミングで提供する仕組みを実
現（課題④への対応）

・ オンライン申請実現に向けた様式の整理や共通
フォーマットの整備（課題⑤への対応） …等

子育てワンストップ検討TFで検討（本年2月～）

① 所得、年金、保険等の証明等、申請書
類に添付する書類が多い。

② 自治体内で手続毎に窓口（係）が別々
であり、業務が煩雑化しているケースが
ある。

③ 自治体内システムへの手入力の手間や、
郵送によるコスト等、書面でのやり取り
に伴う負荷が大きい。

④ ライフイベントに応じて、国民が必要
とする情報や行政サービスは異なるため、
より柔軟かつ効率的な情報発信が求めら
れる。

⑤ 自治体毎に申請様式や業務フローが異
なるため、効率的な情報連携やシステム
化が困難。

…等

子育てに係る手続の主な課題

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
を
活
用

子育て分野のうち、オンライン化のニーズが高いと考えられる
「児童手当」、「保育」、「母子保健」、「ひとり親支援」等
を対象に、国（関係省庁）、自治体、利用者（有識者）で課題
を共有するとともに、IT/BPRを含めた解決策を具体的に検討。

（参考４）⼦育てワンストップサービスについて
■世界最先端IT国家創造宣言（平成28年5月20日改定）抜粋

妊娠、出産、育児等に係る、国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における子育て関連の申請等手続について、マイナン
バーカードを用いてオンラインで一括して手続が行うことができるよう、マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ
化の検討を行い、地方公共団体の情報提供ネットワークシステムの運用が開始される平成29年７月以降、速やかに実現。

「児童手当」、「保育」、「母子保健」、「ひとり親支援」等
について、オンライン化を可能とする手続をTFにて検討し、
「いつ」、「どのような形で」⼦育てワンストップサービスと
して提供していくべきかの方針を平成28年9月に取りまとめ。

⇒平成29年7月以降、オンライン化可能な手続から順次、子育
てワンストップサービスを開始
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御清聴頂き、ありがとうございました。


